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第 1 章 本研究の問題意識と論文の構成  
 






























































































 そして、資源ベース理論の理論的フレームワークである VRIO 分析を紹介
し、その特徴や限界について議論したい。VRIO 分析は、Porter(1990,1995)




































適切であると言われている (南他 ,1999,p.66；當間 ,2010,p.69.)。  
當間 (2010)では、どのような研究の問い、あるいは研究課題を取り込む際に、
どのような研究デザイン、あるいは研究方法が適切なのかということについて
図表 1.1 のようにまとめられている。  
 図表 1.1 は、研究の問いのレベルと研究デザインとの関係を示している。當
間 (2010)によれば、「研究の問いレベルとは、研究を取り巻く状況とそこにお
ける問いの立て方を示している」 (當間 ,2010, p.68.)。  
図表 1.1(6 ページ )では、問いレベルは 4 つに分類されている。「これは何で
あるか」とういう研究の問いの立て方をする際に、研究で取り組む現象がまだ
よく分かっていないもので、十分な先行研究が存在せず、測定方法や数量化す
る 方 法 が 確 立 し て い な い 状 況 の も と で 発 せ ら れ る 問 い で あ る ( 南




図表 1.1 研究の問いのレベルと研究デザイン  
研究の問いのレベル  研究の目的  仮説の有無  研究デザイン  




何が起こっているか？  探索する  なし  質的・量的研究デザイン  
関係があるだろうか？  説明する  あり  仮設検証型研究デザイン  









いである (南他 ,1999,p.66；當間 ,2010,p.69.)。このような状況のもとでの目的
は、仮設検証型研究に向けて、構成概念それ自体の設定と概念間の関係を探索
すうることにある (當間 ,2010,p.69.)。このような問いのもとで適切な研究デザ





必要がある。これが Barney の提唱する VRIO 分析であるが、このような資源























































手法に他ならない (Yin,1994,邦訳 ,p.28.)。  





(Yin,1994,邦訳 ,p.29.)。  











第 2 に、一般に命題とは、真偽が定まっているような立言であり (新村
編 ,1991)、取り組むべき命題の設定とは、ケーススタディにおいて取り組む研

























訳 ,pp.170-195.)。  
 Yin(1994)によれば、模範的なケーススタディには一般的な特徴が 5 つある。









1 つ目は理論の仮説の構築である。理論の構築は 3 つの手法がある。それは
数理的演繹法、統計的帰納法と意味解釈法である。実際の経営学・組織論の理
論構築では、意味解釈法が大きく役割を持つことが少なからずある。  
2 つ目はデータの収集である。情報元は 1 次データと 2 次データがある。2
次データを利用する際に、時系列で一貫して関連記事を収集して、他の資料と
照合して「裏を取る」作業が大事である。1 時データを入手するためには、事












他 ,2005,p.33.)。  
以上ケーススタディを行う方法について簡単に紹介した。Yin(1994)に基づ
いて、本研究は VRIO 分析の各要素を判断するための手がかりを探るという




のような多くの 1 次資料を参照しながら分析を進めている。  
 
1.5 論文の構成と本章のまとめ  































図表 1.2 では、第 2 章と第 3 章、第 4 章、および第 5 章が 1 つの枠によって
まとめられているが、それは先行する 4 つの章が多様な既存研究のレビュー
であり、そのレビューに基づいて、本研究が提示する理論的フレームワークを











































第 1 章 問題提起  
先行研究のレビュー  
 


























第 7 章 東光機材のケース  
 












第 2 章 経営戦略研究における資源ベース視角の位置づけ  
 
2.1 はじめに  
前章では、本研究の目的、研究に至る経緯、研究方法および論文の構成を
明らかにした。本研究の目的を達成するために、まず、資源ベース理論


























 この 5 つの要因で業界分析する重要性について、同書では、5 つの要因を利
用すると、企業は複雑な業界構造を徹底的に理解することができるであろうと
提案した。業界分析 (5 つの要因を分析する )をすることによって、競争の最重
要要因を見つけられる。それと同時に、その業界での自社の収益性を向上させ
る革新的な戦略を策定することができるのであろうと、Porter(1985)が示唆す











る。SWOT 分析とは、企業の強み（strong）、弱み (week)、脅威 (threat)と機
会 (opportunity)を分析するフレームワークである。  
このような Porter(1980,1985)が提唱した市場ポジショニング理論を、









図表 2.1 市場ポジショニング理論と資源ベース視角の関係  
                                            
                 企業内部  
                 資源ベース視角の焦点  
 
                 企業外部  
                 市場ポジショニング理論の焦点  















内部 (図表 2.1 では強みと弱み )に注目する研究は資源ベース視角の焦点となる。
企業外部 (機会と脅威 )に注目する研究は市場ポジショニングの焦点である。  

























 目的を達成するために、本章は 4 つの部分によって構成される。第 2 節に
おいては、資源ベース視角における基礎となる先行研究をレビューする。第 3
節では、後に Barney=Clark(2007)によって統括された資源ベース理論の初期























































織の性格について 4 つに分けて述べていた。第 1、組織は歴史的産物である。
組織内に活動する個人は独自の性格を有している。組織の性格は個人の歴史的
な発達を反映することができる。第 2、組織はある意味で統合された 1 つの産
物である。なぜなら、組織内で活動する個人は組織によって組織化され、外部


































































視角の基礎となる先行研究とみなすもう 1 つの理由について述べる。  
前述した例をより具体的に考えてみれば、次のような例を挙げることができ
る。例えば、同じ地代で同じ面積の土地を借りる A 企業と B 企業が存在し、
A 企業の土地の方がより肥沃であると仮定する。A 企業の土地では 100 キロ
の小麦を収穫でき、その収入は 100 ドルである。B 企業の土地では 80 キロの
小麦しか収穫できず、その収入は 80 ドルである。土地の地代は同額の 50 ド
ルであるため、A 企業が得た利益は 100－50=50 ドルになるが、B 企業の利益























第 3 の基礎となる先行研究は Penrose(1959)の研究である。Penrose(1959)
は企業成長のプロセスに注目したため、伝統的な経済学が企業を単純な生産関











































































































































































































積するプロセスは、時間短縮による不経済 (time compression diseconomies)、









 以上の 4 つの研究は資源ベース視角の基礎を築き、この理論の発展に貢献
した。これらの研究と同時期に行われた他の研究、資源ベース視角の発展に多
大な影響を与えた研究も存在する。本研究においては、競争優位の源泉となる
見えざる資産の重要性を主張した伊丹 (1984)の研究を取り上げる。第 4 節では
伊丹の研究をレビューする。  
 














略のために配分する前に、資源を蓄積しなければいけない (伊丹 ,2012,p.16.)。 




























処理特性 (組織文化や従業員のモチベーション、経営管理能力 )」の 3 つの要因
に分類され、情報を基盤とした資源 (information-based resources)なのである






伊丹 (1984)は論じた。  
また、経営資源と戦略との関係について、伊丹 (2012)では 3 つに分けている。
それは「資源の実行に必要な裏づけがある」、「戦略が資源を有効に利用する」、




と、新しい資源の蓄積につながるのである (伊丹 ,2012,p.334.)。  
蓄積の重要性について、 Ansoff(1965)は次のようのように示唆した。
Ansoff(1965)によれば、企業は戦略を立案する際に、自社が従事している外部












2.5 まとめ  
 本章の目的は、経営資源の重要性を指摘する研究を紹介し、資源ベース視角



























第 3 章 Barney を中心とする資源ベース理論  
 







言える研究者である Barney の研究を基づいて紹介したい。  
本章の目的を達成するに当たって、本章は 5 つの部分によって構成される。
第 2 節においては、資源ベース理論の理論的前提、理論的フレームワーク VRIO
分 析 を 構 築 す る た め の 主 な 定 義 を レ ビ ュ ー す る 。 第 3 節 で は 、



















3.2.1 資源ベース視角から資源ベース理論へ  
Barney＝Clark(2007)が提唱している資源ベース理論は、従来は資源ベース









的な経営戦略手法等を共有していないのである (沼上 ,2008,p.58.)。  
このような主張に対し、Conner(1991)は、産業組織論を基盤とする経済学
と資源ベース視角とを比較・検討し、これまでの資源ベース視角に関わる先行






















































































































え ざ る 資 産 を 含 む 。 言 い 換 え れ ば 、 Barney=Hesterly(2009,2011) と
Barney(2002)と同様に、資源とケイパビリティを明確に分別しておらず、ケ
































であると定義した (伊丹 ,2012,p.9.)。  
 多様な戦略の定義が存在する中、本研究では、Barney(2002)で提案した定
義をしたがうことにする。それゆえ、本研究で論ずる戦略とは、いかに競争に








て、この 4 つの問について検討してみよう。  
 
3.3.1 競争優位の源泉となりうる資源の 4 つの特徴     
Barney(1991)や Barney＝Clark(2007)によれば、持続的競争優位の源泉に








成されなければならない。図表 3.1 に示されるこれら 4 つの特徴について以下
詳細に説明する。  
 




























































依存性 (path-dependent)、②因果曖昧性 (causal ambiguity)、③社会的複雑性































































以上が図表 3.1 に示される持続的競争優位の源泉となる資源や能力の 4 つの
特徴であり、これらが、企業の持続的競争優位を生み出す源泉に他ならない。




3.3.2 VRIO 分析フレームワーク  
VRIO 分析フレームワークは第 2 節の図表 3.1 に基づいて資源の 4 つの特徴
を分析するための手法である。それは図表 3.2 によってまとめられる。図表
3.2 に示されるように、企業が自社の資源や能力を分析する際には、問うべき




























図表 3.2 VRIO 分析フレームワーク  











競争的含意  経済的業績  
ない  ― ― ない  競争劣位  標準以下  
ある  ない  ―  競争均衡  標準  
ある  ある  ない  一時的競争優位  標準以上  
ある  ある  ある  ある  持続的競争優位  標準以上  















か創出することができない (第 2 の質問 )。希少性のない資源は他の企業によっ
て獲得することができると意味するので、模倣困難性があるか、ないかと関係

























































3.4.1 Barney を中心とする資源ベース理論の貢献  







は資源ベース理論の 1 つの貢献である。  























って定義されたからである (Popper,1959)。  
Barney＝Clark(2007)が提示した資源ベース理論では、企業業績 (競争優位 )
は当該企業が所有している資源や能力の特徴によって規定される (図表 3.3 の
左から右への矢印の流れ )。しかし、Barney＝Clark(2007)の場合、価値のあ
る資源を定義する際には、優れた業績 (競争優位 )をあげられる資源は価値のあ



























































考 慮 し た 因 果 関 係 に つ い て は 言 及 す る こ と が で き な い (Lockett et 






点 )が欠けていると言えよう。  
資源ベース理論の第 3 の限界は、この理論の中核的な理論的フレームワー






























































































































































































4.3.1 資源ベース理論のライフサイクルの概観  
Barney et al.(2011)においては、理論のライフサイクルという観点から資源
ベース理論の発展を新しく議論していた。資源ベース理論は既に理論として成










的な観点を含む。それに故、以上 4 つの発展から見ると、資源ベース理論は 1











 まず、ライフサイクルの初期段階である導入期を見てみよう。 1959 年に





































































4.3.2 ライフサイクルの各段階の主要論者の紹介  
 資源ベース理論の生成期（市場導入期）は前述したように、Penrose(1959)
から Conner(1991)の間の時期を指す。この時期においては、第 2 章でも述べ
たように、Penrose(1959)を始め、資源ベース視角の基礎となる 4 つの研究を
含 む 。 Wernerfelt(1984) や Rumelt(1984) 、 Barney(1986) と Dierickx ＝
Cool(1989)以外にも、Barney(1991)や Conner(1991)を含む。  

















































そして、Conner(1991) は資源ベース理論の生成期 (市場導入期 )の終焉と言え
る理由である。  











る研究は図表 4.1(64 ページ )のようにまとめられる。図表 4.1 では、本章で詳
細に紹介した Penrose(1959)、Wernerfelt(1984)、Prahalad=Hamel(1990)、
お よ び Conner(1991) の 研 究 以 外 に も 、 Lippman=Rumelt(1982) 、






けるゲーム理論 )と連結することを示唆した。  
本章では、成長期に当てはまる研究を主に 3 つ紹介する。それは Stalk et 
al.(1992)、Grant(1996)、と Tecce et al.(1997)である。  




図表 4.1 生成期における資源ベース理論の諸研究  






















検討するために 1 つの理論 (資源ベース理論 )
として発展してきたと示唆した。  





























である。この点については Stalk et al.(1992)における研究と一致する点があ
る。さらに、Grant(1996)によれば、資源、ケイパビリティ、競争優位の関係
を理解することは戦略 (組織あるいは単体の鍵となる資源とケイパビリティの











































































(Tecce et al.,1997)。  














成長期における資源ベース理論の諸研究を図表 4.2(69 ページ )のようにまとめ
られる。図表 4.2 では、本章で詳細に紹介した Stalk et al.(1992)、Grant(1991)、
および Teece et al.(1997)以外にも、他の研究を含む。  
 次に、資源ベース理論の成熟期を検討してみよう。資源ベース理論は 1991




図表 4.2 成長期における資源ベース理論の諸研究  
論文と年次  主張と貢献  






















出所：Amit=Schoemaker(1993)； Barney et al.(2011)； Conner=Prahalad(1996), 





















がるために 3 つの領域において利用した。それは①幅 (企業範囲を横断する資
源の統合 )、②ライフサイクル (多様な企業の成熟期にある資源の統合 )、③経
路 (企業レベルを横断する資源の統合 )である。  
























 成熟期における資源ベース理論の諸研究を図表 4.3(72 ページ )によってまと
められる。図表 4.3 では、本章で詳細に紹介した Makadok(2001)、Sirmonet et 
al.(2007)、Wernerfelt(2011)、および Garbuio et al.(2011)の研究以外にも他
の研究を含んで成熟期における資源ベース理論の研究をまとめた。  
 
4.4 まとめ  












図表 4.3 成熟期における資源ベース理論の諸研究  
論文と年次  主張と貢献  
Alvarez=Buseniz(2001) 企業家精神は企業の法有する重要の資源であり、それは
競争優位の源泉の 1 つとなると主張した。  
Wright et al.(2001) 資源ベース視角の研究成果を人的資源管理研究に取り
入れ、競争優位を獲得するために、人的資源が重要であ
ると主張した。  










Sirmon et al.(2007) ダイナミックな環境のもとで、資源が経済価値を創造す
ることができると主張した。  






出 所 ： Alvarez=Buseniz(2001) ； Barney et al.(2001) ； Barney et al.(2011) ；  
Makadok(2001)；Maritan=Peteraf(2011)；Sirmon et al.(2007)；Teece(2007)；



























第 5 章 ダイナミック・ケイパビリティ理論  
 
5.1 はじめに  


























ワークを構築する。第 4 節は本章のまとめによって結びとする。  
 
5.2 ダイナミック・ケイパビリティ理論とは  










5.2.1  Teece et al.(1997)における研究  






















依存性の重要性は利益を増す条件の下で拡大されると Teece et al.(1997)は提
案していた。  
Teece et al.(1997)の研究を位置づけするために、戦略論における既存研究
の 3 つを紹介する。この 3 つの研究は 2 つのモデルに分類することができる。
それは市場における圧力からの影響に焦点を置く戦略モデルと効率に焦点を
置く戦略モデルである。  





 第 2 章で Porter(1980)の市場ポジション理論についてレビューしていたが、























































の資源はダイナミック・ケイパビリティ理論の 1 要素しかないと論じていた。  


























 以上、Teece et al.(1997)におけるダイナミック・ケイパビリティ理論の形
成に影響を与えた理論のレビューであった。したがって、ダイナミック・ケイ
パビリティ理論はそれらの理論の影響を受けながら、1 つの理論として成長し
てきた。以下 Teece et al.(1997)におけるダイナミック・ケイパビリティ理論
の研究の主要内容についてレビューする。  














ている (Teece et al. ,1997,p.516.)。  





































ナ ミ ッ ク ・ ケ イ パ ビ リ テ ィ 理 論 は 適 応 す る と 言 及 し た



















































































































































































































































5.3 Teece et al.(1997)の研究と Eisenhardt=Martin(2000)の研究の比較  
Teece et al.(1997)と Eisenhardt=Martin(2000)の研究は同じダイナミッ
ク・ケイパビリティにおける研究にも関わらず、いくつかの相違点がある。こ





れ異なる。したがって、この 2 つの研究の差異を図表でまとめると、図表 5.1(90
ページ )のようにまとめられる。  
 図表 5.1 で示したように、この 2 つの研究は同じく動態的な環境における競
争に注目していることが明らかである。しかしながらダイナミック・ケイパビ
リティの概念についてはそれぞれ異なる。さらに、競争優位の源泉に関する解
明も異なる。それらの差異は図表 5.1 で詳しくまとめた。  
以上、ダイナミック・ケイパビリティの 2 つの研究をレビューし、比較し










図表 5.1  Teece et al.(1997)と Eisenhardt=Martin(2000)の比較  
  Teece et al.(1997) Eisenhardt=Martin(2000) 
競争環境  動態的な競争環境  動態的な競争環境  
研究主体  














出所：Teece et al.(1997)；Eisenhardt=Martin(2000)に基づいて著者作成。  


































論の発展の 1 段階としての位置づけに疑問を持ち、寺前 (2014)と同様にダイナ
ミック・ケイパビリティ理論と資源ベース理論は異質の理論であると論じたい。
さ ら に 、 資 源 ベ ー ス 理 論 と ダ イ ナ ミ ッ ク ・ ケ イ パ ビ リ テ ィ 理 論 は























5.4 本研究における新たな理論的フレームワークの提示  

















































図表5.2 本研究の理論的フレームワーク   
  
 



































・事業システムにより活用される。    
促




































5.5 まとめ  
























用して VRIO 分析の有効性をチェックしたい。  












第 6 章 サウスウエスト航空の VRIO 分析  
 



















































業期から拡大期までを紹介したい。第 4 節では、サウスウエスト航空の VRIO














































づいて、さらに範囲を広げて、VRIO 分析を企業の資源 (経営資源 )と資源を活
用する事業システムを分析するフレームワークとして活用する。  
 VRIO 分析を行うために重要な 4 つの定義を明確にした上で、次節では、
VRIO 分析の対象となるサウスウエスト航空について紹介する。  
 
6.3 サウスウエスト航空の紹介  














の 3 点にまとめることができる。  
(1) 多くのアメリカの航空会社は広胴機への投資を大幅に拡大した。  






存在を無視したのである (Dempsy＝Goetz,1992,邦訳 ,pp.194-198.)。  
 次に、1978 年に規制緩和法を実施した後の業界の状況は次の 5 点にまとめ
ることができる。  
(1) 均一運賃制度と州間運行への規制が廃止された。   
(2) 激しい価格競争が起こった。  











SWOT 分析を利用して分析してみよう。その分析結果は図表 6.1(102 ページ )















































6.3.2 サウスウエスト航空会社   
創業期 











(Kevin=Jackie,邦訳 ,1996,p.27.)。そして 1967 年 3 月 15 日、ケレハーはエア・
サウスウエスト社 (後のサウスウエスト航空会社 )の設立を申請した。  
 1971 年、サウスウエスト航空は設立から 4 年を経てようやく就航できるよ
うになった。キングとケレハーは会社を組織し運営できる人物が必要だと認識
していた。そのため、1971 年 1 月に経験が豊富で粘り強く、常識を打ち破る
発想をするラマー・ミューズをサウスウエスト航空の CEO(最高経営責任者 )
として受け入れたのである。  






－200 型機であった。この機種は 70 年代初頭の航空不況で過剰生産になり残
された機種であった。そのために 1 機につき 400 万ドルで購入できた  (当時、






とが可能であった (Kevin=Jackie,邦訳 ,1996,p.29.)。  




図表 6.2 サウスウエスト航空の創業期における年表  
1966 年  ロリン・キングがテキサス州の州内運航航空会社を構想する。  
1967 年  3 月 15 日 エア・サウスウエスト社 (後のサウスウエスト航空 )を設
立する。  
1968 年  2 月 20 日 TAC(テキサス州航空委員会 )から参入許可を獲得する。 
1970 年  ヒューストン、ダラス、サンアントニオの 3 都市間の就航許可が獲
得した。  
1971 年  1 月 初代の CEO ラマーミューズが就任する。  











































ン・トライアングルの各 2 都市間を結び路線で他の航空会社の 27 ドルの運賃
より遥かに安い運賃の 20 ドルでスタートしたからである。低運賃市場が開拓














決めた。週末の午後 7 時まで運行するエグゼクティブ・クラスの便は全て 26
ドル (運賃の 20 ドルから 30%値上げ )し、週末の午後 7 時以後及び土曜日、日
曜日の全日運行するプレジャー・クラスは全て 13 ドル (運賃の 20 ドルから
35%値下げ )に決めたのである。そして 2 種類の顧客層を満足することによっ
て、サウスウエスト航空を利用する乗客数は一挙に上がったのである (Kevin











半分以下である (Kevin＝Jackie,1996,邦訳 ,p.74.)。  
この時期の年表は図表 6.3 のようにまとめられる。  
 
図表 6.3 サウスウエスト航空の試行期における年表  
1971 年  11 月 14 日 ビジネス客のニーズである短距離・短時間運行に合わ
せるため、商業地区に近いダラスとヒューストン・ホビー空港での
業務を開始する。  
















































































図表 6.4 サウスウエスト航空の拡大期における年表  




避けるために、地方空港と地方空港の 2 拠点間直接運行を継続する。 
1979 年  「低運賃」を徹底的に追求するために、コスト削減が常に求められ、






ト航空が成長し続ける理由の 1 つと考えられる。  
さらに、事業範囲の拡大につれて蓄積してきた既存資源や経験では不十分に
なった。図表 6.4 でまとめたように、戦略や事業システムを応じて同社は自動

























また、VRIO 分析を利用するもう 1 つの目的は、既存研究の中で VRIO 分析
を利用して企業分析を行うケースがなかったので、VRIO 分析を利用して







































資源 が 組織 内 で活 用さ れ るか ど うか の問 題 であ る 。し かし な がら 、
Barney=Hesterly(2009)におけるサウスウエスト航空の分析をみてみると、あ
る資源の価値性を論じた、ある資源の希少性を論じた、またある資源の模倣困
難性を論じた 1 資源、もしくは全体の資源の束を VRIO 分析の各質問の項目、
つまり価値性、希少性、模倣困難性の全部の問いを検討していない。  
そして、本章では、Barney=Hesterly(2009)におけるサウスウエスト航空の













図表 6.5 サウスウエスト航空の資源図  




























図表 6.6 サウスウエスト航空の VRIO 分析  










ある  ある  ない  ある  
自動発券シス
テム  
ある  ―  ない  ある  
生産性の高い
従業員  
ある  ―  ―  ある  
従業員への高
い報酬  
―  ―  ない  ある  
組合と柔軟性
のある契約  
―  ―  ―  ―  
高い従業員の
持ち株率  
















機が価値のある資源として認識しているのではなく、737 型 1 種類に絞って標































































































































































6.5 サウスウエスト航空に関する新しい分析  
中橋 (2008)によれば、資源ベース理論における企業の競争優位の獲得と持続
は、2 つの段階に大別することができる。それは、競争優位を獲得する段階と
獲得した競争優位を持続させる段階の 2 つの段階である。さらに中橋 (2008)
は、資源ベース理論が提唱する VRIO 分析のうち、価値 (value)、希少性 (rare)、














要素の 1 つであることを意味する。更に同書においては、1 つの資源は実現可
能なサービス (価値 )の束と見ている。企業が保有している資源は必ず利用され

















模倣困難性を図表 6.7(122 ページ )でまとめられる。  









図表 6.7 資源と価値性、希少性、模倣困難性との関係図  
企業に保有している資源：R1 R2  R3  R4 ・・・・・・  
価値性：        ✖  ✖  ✖  ✖ ・・・・・・  
希少性：        ✖  ✖  ✖  ✖ ・・・・・・  



















図表 6.8(123ページ )では 1 番上が Grant(1991)と Barney(2002)に基づいて、
企業の事業システムである。1 つの枠は 1 つの枠組みを代表する。そして、枠
の矢印が指している方向は川上から川下までの流れを表す意味である。簡単に
言えば、事業システムにおいては製品が製造され、運送され、顧客の下に届け




図表6.8 本研究の理論的フレームワーク  
  
 





























製造  マーケ  
ティング  
アフター  






・事業システムによって活用される。    
促













































図表 6.9 新しいフレームワークによるサウスウエスト航空の分析図  



































進   
企業の発展  
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6.6 まとめ  
 本章の目的は、公表されたサウスウエスト航空ケースを利用して、①統一性














特定化したらよいかを Barney の研究では言及していなかったので、VRIO 分
析を行う際に、分析対象となる資源を特定化するのが非常に困難であることが
明らかになった。  












は VRIO 分析のために収集されているデータではないので、VRIO 分析が実行
できなくても当然である。したがって、サウスウエスト航空のケースによって

















第 7 章 東光機材のケース  
 




































 したがって、上記のような目的のために、本章は 4 節によって構成される。
第 2 節では、インタビューと 2 次資料に基づいて東光機材を紹介する。目的




かにする。第 4 節では、本章の貢献と限界および今後の課題について述べる。  
 
7.2 東光機材の概要  
 東光機材は兵庫県三木市にある建築金物メーカーである。同社の前身は昭和
13 年 (1938 年 )5 月 22 日に中国の天津市東馬路で創業した商社であった。昭和
44 年 (1969 年 )10 月に兵庫県三木市で製造メーカーに転身し創業した。現在の












(2013 年 5 月から 2014 年 4 月まで )、同社の売上は約 3 億 7 千万円であった。
建築金物と福祉関連製品の売上構成比は 9：1 であった。今年度 (2014 年 5 月
から 2015 年 4 月まで )の目標は約 4 億である。福祉関連製品の売上構成比率
に関しては同社が昨年より高くなると見込んでいる (2014 年 9 月 22 日のイン











む )に分けることができる。  






                                                   




図表 7.1 東光機材の沿革表  
昭和 14 年 7 月  
藤田八郎 (初代社長 )中国天津で  
東光公司設立  
昭和 23 年 5 月  藤友 (株 )経営  
昭和 28 年 4 月  藤田製作所 (金物製造販売会社 )設立  
昭和 44 年 3 月  三木市岩宮町にプレス工場完成  
昭和 44 年 10 月  東光機材 (株 )メーカーとして設立、資本金 200 万円  
昭和 52 年 4 月  工場増築  
昭和 53 年 4 月  2×4(ツーバイフォー )工法認定金物製造  
昭和 59 年 2 月  資本金 500 万円に増資  
平成元年 2 月  工場増築  
平成 2 年 2 月  工場増築  
平成 2 年 10 月  資本金 1000 万円に増資  
平成 3 年 5 月  藤田一郎 (2 代目社長 )就任  
平成 4 年 4 月  資本金 2000 万円に増資  
本社隣接地に洗浄工場完成  
事務所、食堂改築  
平成 7 年 5 月  工場、隣接地に 200 坪取得  
平成 8 年  福祉関連製品事業開始  

















7.2.1 本業である建築金物事業の特徴  
 東光機材の本業は建築金物の下請である。長い間厳しい親会社の要求を満た
すために、技術を磨き続けてきた。特に、2×4(ツーバイフォー )工法で製造さ












 藤田専務は自社の金型について誇りを持って次のように語った。  
   









と図表 7.2 のように示される。 
  




 図表 7.2 で示したように、東光機材の建築金物事業に関しては、建築金物は






                                                   







2×4建築金具 自 外注 自 自 外注 外注 外注 自
船舶用品 自 外注 自 自 外注 外注 外注 自


























図表 7.2 で示したような工程で製造された「2×4 建築金具」、「船舶用品」
と「一般汎用品」は東光機材の技術を磨いて蓄積してきた。これらの製品を製










                                                   
3藤本治 , パーソナル・インタビュー , 2014 年 9 月 22 日。  


















図表 7.3(137 ページ )で展示しているのは東光機材の建築金物製品の写真で
ある。上の 4 つの写真は 2×4 用金具の写真である。下の左の 1 枚写真は船舶
用金物の写真。右側の 1 枚は一般汎用部品の写真である。 
7.2.2 新規事業である福祉製品事業特徴  
平成 8 年に、コープこうべの福祉事業部長と知り合い、既存加工の技術活かして浴
室用の椅子の開発の依頼を受けていた。この依頼によって浴槽で使える椅子をはじめ、





                                                   
5藤本治 , パーソナル・インタビュー , 2014 年 9 月 22 日。  




図表 7.3 東光機材の建築金物事業の製品名  
各種 2×4 用金具 
        
 
        
 
船舶用金物                   一般汎用部品  






























 さらに、病院の MRI 室で MRI 検査を行う際に、検査台を乗り降り際に、段差があ
り、それを解消するためにも当社の踏み台を利用されている。当社の踏み台は台面で
張っているシールは電磁に影響を与えないので医療現場で精密機器室でも使える。し




                                                   






























                                                   
8藤本治 , パーソナル・インタビュー , 2014 年 9 月 22 日。  


























当社が提案した朝礼台は奥行き 40cm×幅 50cm×高さ 30cm のものは 1 段朝礼台と
して販売している。さらに奥行き 40cm×幅 50cm×高さ 40cm の 2 段ものもある。
30cm の高さは人間が一歩上がるときに最も安全な高さである。幅 50cm があるため、
女性の細いヒールでも安全である。さらにすべりとめシールを貼っているので、天候
                                                   






























に、踏み台を再定義することによって、新たな製品 (例えば、朝礼台 )や踏み台  
                                                   


















継続して見守る。最初には 30 分、それから 1 時間、半日、1 日のように少しづずつ
観察時間を伸ばしていく。そのつどそのつどで、手直し、アドバイス、進む状況の確
認などを行う。必要に応じて DSC を繰り返す 12。  
 
                                                   







踏み台製品 自 自 自 自 外注 外注 外注 自

















 東光機材の戦略は時間軸で見てみると主に 2 つが分けられる。まず、昭和
44 年に製造メーカーとして創業してから平成 8 年に浴槽で使う椅子を研究開
発する前までの時期において同社は主に下請け事業であったが、下請け事業で














 次の時期は平成 8 年に浴槽で使える椅子を研究し始める時から今日までの
時期を指す。この時期においては、東光機材は今までの下請け事業一筋の路線







































図表 7.5 東光機材の福祉事業の製品写真  
 
        
 
                                                                                                                          
       
出所：東光機材 HP,http://www.tokokizai.co.jp/index.htm. 
 
7.3 分析と結論   






くまひげ  くまひげの使用例  






7.3.1 VRIO 分析とその限界  
VRIO 分析で分析する前に、まず東光機材の資源を明らかにする必要がある。
次に、同社の資源を VRIO 分析で検討し、どの特徴があるのかを明らかにす






















は当社の強みである 13。  
 
 次に、図表 7.2 と図表 7.4 を合わせてみると、東光機材の新規事業である踏
み台を含む福祉製品事業で活用されている中心的な技術は既存事業で蓄積し








図表 7.6 東光機材の技術表  
 
 出所：東光機材内部資料に基づいて著者作成。   
 
                                                   







2×4建築金具 自 外注 自 自 外注 外注 外注 自
船舶用品 自 外注 自 自 外注 外注 外注 自
一般汎用品 自 外注 自 自 外注 外注 外注 自
踏み台製品 自 自 自 自 外注 外注 外注 自













 図表 7.6 は図表 7.2 と図表 7.4 を合わせてまとめるものである。図表の記号



















氏はこの 6 社のことについて次のように語っていた。  
 
この 6 社の中で、溶接技術を提供する会社は 3 社で、塗装技術を提供する会社は 1





























争含意」と「経済的業績」は本章が検討する範囲以外に属するので、省略する。   
図表 7.7.1 は東光機材の VRIO 分析である。以下には、図表 7.1.1 を参照し
ながら説明していこう。  
                                                   
14藤本治 , パーソナル・インタビュー , 2014 年 9 月 22 日。  














種類豊富な金型 ある ある ― ある 
金属の加工技術 ある ない ― ある 
金型と加工技術のすり合わせ
能力 
ある ある ある ある 
製品管理技術 ある ― ― ある 
協力会社とのネットワーク  ある ― ― ある 
出所：著者作成。          
 
図表 7.7.1 は VRIO 分析に基づいて東光機材の資源を示すものである。図表
7.7.1 の縦軸は図表 7.6 に基づいて東光機材の資源を明示している。横軸は












金型を使ってきたので、結果的に現在 200 種類以上の金型を有している 16。  
                                                   






























































                                                   






































昧であるのが 1 つの原因であると考えられる。ここでは、2 回目の東光機材へ
の訪問した際に、藤田専務が東光機材の VRIO 分析を書いたものを紹介する。
それは図表 7.7.2 である。  
 










種類豊富な金型 ある ある ある ある 
金属の基礎加工技術  ある ない ある ある 
金属の応用加工技術  ある ある ある ある 
金型と加工技術のすり合わせ
能力 
ある ある ある ある 
製品管理技術 ある ない ない ある 
協力会社とのネットワーク  ある ある ある ある 
出所：東光機材専務藤田治へのインタビュー (2014 年 11 月 26 日 )に基づいて著者作
成。  
  


















と図表 7.7.2 を比較してみると、いくつかの相違点が見られる。  
 1 つ目は、図表 7.7.1 では著者は東光機材の金属加工技術を 1 項目として取
り上げているが、東光機材の藤田専務は金属加工技術を「基礎技術」と「応用
技術」に分別している。  
 2 つ目は、図表 7.7.1 では、製品の管理技術の希少性と模倣困難性について














                                                   






 図表 7.7.1 と図表 7.7.2の比較を見てみると、情報の非対称の問題を除くと、
分析者によって同じ企業に対しても VRIO 分析の結果が異なる。このことが
起こる原因は VRIO の各要素の判断基準が曖昧であるから、分析者によって








図表 7.8(157 ページ )である。  
Barney(2002)によれば、「企業にとって競争優位を生じさせる可能性がある





分析する。その分析図は図表 7.8 である。  
図表 7.8 では、1 番上の 4 つの連続的な矢印は東光機材の建築金物製品が製造
される工程を表す仕組みである。東光機材の建築金物事業は 100％の下請け事
業であるので、製品を製造するための原材料や加工するための金型が親会社に







図表 7.8 東光機材の事業システム分析  












出所：著者作成。           
 
された金型を管理し、それらを利用して金属加工している。その加工技術は図
表 7.2 と 7.6 で詳しく示していたように「板材の曲げ加工技術」と「せん断加
工の打ち抜き技術とシャーリングカット技術」である。さらに、管理している  
金型を活用して図面のない製品も研究開発しているのである。したがって、図




は、全 6 社でそれぞれ溶接、メッキ、塗装の工程を行う。1 つの製品は全 6 社
の協力を頼むのではなく、製品の種類や特徴を応じて 6 社の協力を仰いでい









































































図表 7.8 は加護野＝井上 (2004)における事業システムの提案に基づいて東
光機材の建築金物事業における資源を特定した。  
















































する。それは図表 7.9(162 ページ )である。  






図表 7.9 の 1 番上の 4 つの連続の矢印は建築金物における事業システムである。
1 番下の 4 つの連続の矢印は福祉事業の事業システムである。2 つの事業シス
テムに分ける理由は、図表 7.8 で既に証明されたように 1 つの事業システムな
ら東光機材の 2 つの事業の間の資源の流れについて明確できないので、図表














図表 7.9 東光機材の資源の創造・蓄積・活用プロセス  
建築金物事業の事業システム  

















































































































































































































































































本章は日本の中小企業の 1 例である東光機材を取り上げ、Barney を中心と
する資源ベース理論が価値のある資源について判断しにくい点を指摘した。さ
らに、価値のある資源を判断するために、新しい枠組みを提案し、東光機材の

























第 8 章 資源の創造・蓄積・活用プロセス  
 
8.1 はじめに  
前章では、兵庫県三木市にある製造メーカー東光機材の事例を紹介した。
さらに、東光機材の事例を通じて Barney を中心とする資源ベース理論は分析






1 次資料と 2 次資料に基づいて同社によってコントロールされた資源の創造・





































価値のある資源を A と仮定し、優れた業績を B と仮定すると、Barney(1991)
で定義した価値のある資源と優れた業績の定義は A=B のような等式となる。
しかしながら、A と B との関係について分かったとしても、A はなにか、B
はなにかについて明らかになっていない。したがって、Barney を中心とする
資源ベース理論に対する最初の批判は同語反復である。  








て Barney の研究の中で考慮されていないのである。  






VRIO 分析の判断基準が曖昧である現状をもたらしている原因のうち 1 つ










 この節では、既存研究である Barney を中心とする資源ベース理論に対する
批判を簡単に整理した。特に、第 2 と第 3 の批判は関連性のある批判点であ
ることが明らかである。  






8.3 資源の創造・蓄積・活用プロセスの導入  
 前節では、Barney を中心とする資源ベース理論に対する 4 つの批判点を整
理した。特に第 3 の批判点を本章で最も注目するものである、資源ベース理
論の分析枠組である VRIO 分析の判断基準が曖昧性である。この点について、
第 7 章の東光機材ケーススタディによって確認できた。  






 東光機材の事例から導出した結論は次のものである。  































































注意すべき点が 1 つある。事業システムを検討する際に、1 事業ずつの仕組み
を検討する必要がある。  
第 2 歩は、企業にとって最初にある事業が 1 番目の事業として最優先にシ
ステムを検討し、その事業からどの資源が創造されたのかを検討する。この事
業から創造された資源を「資源の束」(「資源の束」に蓄積された意味である )
に書く。 (「資源の束」に蓄積された意味である ) 





















8.1 は 7.9 と同様であるため詳しい説明は省略する。  







した図表は 8.2 でまとめられる。  




事業システム 1 は企業の最初 (作られた時期 )の事業の事業システムを示すもの
である。この事業システムは①技術開発製品②デザイン③製造④マーケティ  
ング⑤流通⑥アフターサービスの 6 つの工程によって構成される。各工程の





図表 8.1 東光機材における資源の創造・蓄積・活用プロセス  
建築金物事業の事業システム  

























































































図表 8.2 資源の創造・蓄積・活用プロセス  
事業 1 の事業システム  
  
 



















 続いて、蓄積された「資源の束」を活用する事業 2 の事業システムを「資






















































 ここに、注意すべきなのは、東光機材のように事業システム 1 で蓄積され
た資源の全てが事業システム 2 に活用する場合もありうるし、事業システム 1
の一部しか活用されない場合もありえる。  
 それから、事業システム 2 で活用された資源が学習によってレベルアップ
され、また「資源の束」として蓄積される。この過程を示すために、事業シス
テム 2 から「資源の束」まで矢印を流れていて「学習 蓄積」と書かれてい
る。  
 最後に、蓄積された「資源の束」から事業システム 1 に矢印が流れている。
この矢印はレベルアップされた資源が事業システム 1 に活用されることを意
味するので、矢印の中に「活用」と書かれている。  
 しかしながら、ここで注意すべきなのは、2 つの事業の場合では、2 つの事
業の間の資源が相互に影響を与えていることを意味するために、「資源の束」




















 図表 8.2 は東光機材と同様に 2 つ事業が存在する場合を想定し、2 つの事業
の間の資源の創造・蓄積・創造プロセスを検討したものである。次に、図表
8.2 の活用例のいくつかを紹介する。  
 
活用例 1 単一事業を有している企業の場合  










活用例 2 多数事業 (2 個以上 )を有している企業の場合  








































































8.4 資源の創造・蓄積・活用プロセスの意義  
 第 3 節では、東光機材から導出された資源の創造・蓄積・活用プロセスに
基づいて、より抽象度の高いプロセスを検討した。本節においては、このプロ
セスの意義について検討する。  
 資源の創造・蓄積・活用プロセスの意義は大まかに 2 つのカテゴリーに分
けられる。1 つは資源ベース理論にとっての意義である。もう 1 つは実践、企
業の経営者にとっての意義である。  
 
8.4.1 理論における意義  










































































8.5 まとめ  





























第 9 章 本研究の貢献と今後の課題  
 




















9.2 本研究の到達点  








いう新たな理論研究領域 (概念 )を取り入れ、静態的と批判される VRIO 分析の
理論的な限界を克服するような、ダイナミックな資源の開発・蓄積・発展に関
する理論的なフレームワークを提示した。  








エスト航空と東光機材という 2 つのケースを通じて、統一感のある VRIO 分
析 を 行 い 、 そ の 分 析 フ レ ー ム ワ ー ク の 貢 献 と 限                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
界を確認・チェックした。  




















流れにはめてみると、図表 9.1 のように示される。  
 
図表 9.1 理論研究の流れにおける資源ベース理論と本研究の位置づけ  
 
              概念化       
 
              操作化           理論構築  
           
               観察  
        
               検証  


















































い。特に Barney が資源ベース理論において提唱した VRIO 分析という理論的
フレームワークは、資源の価値性や希少性、および模倣困難性を分析するため
の基準が非常に曖昧なため、操作化することが非常に難しいのである。  
第 6 章および第 7 章で詳述したように、本研究では図表 9.1 に示される「実
証研究」を、2 つの企業のケーススタディをすることによって試みた。それゆ
え、Barney を中心とする資源ベース理論と本研究との関係・位置づけの差異










































9.3.1 理論的貢献  















9.3.2 実践的貢献  
 本研究の実践的貢献は、以下の 2 点のようにまとめることができる。  




を利用して、2 つの企業のケーススタディ (サウスウエスト航空と東光機材 )を





















9.4 今後の課題  
本研究の課題について明示する前に、まず本研究の限界についてまとめた









VRIO 分析の理論的、実践的有効性も検討したい。  
 第 2 に、今後も資源ベース理論とケイパビリティ理論の研究を継続し、企
業の資源開発・蓄積・発展のプロセスにダイナミックな視点を取り入れて、理
論的フレームワークの構築を行っていきたい。  
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